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r6物価_3_2

（単位：千円）

58,081                -                        

26,670                                        -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                        -                        
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

              252,880 -                        

13,043                
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                        
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

8,910                  14,297                国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                        143,395              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                        6,470                  国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（今回追加分）

42,060                -                        国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

-                        

-                        国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

66,991                14,297                国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

26,670                143,395              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

-                        6,470                  

294,940              -                        国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

13,043                164,162              国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                        

401,644              

              565,806
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令和
6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  591,308  587,810  70,390  26,670 - 294,940 13,043 - 14,297 162,000 6,470 - 3,498 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

住民税非課税世帯等臨時特
別給付金追加給付事業【物価
高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○ － 26,670 26,670 - 26,670 - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3916世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3916世帯）

－ ○ － R5.12 R6.4 対象世帯に対して令和5年12
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しな
い R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）
※不足額給付は含まない

2 R5_予備
(※)

一体支援 ○ ○ ○
新たな非課税世帯等に対する
臨時特別給付金事業・調整給
付金事業

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る ○ － 307,983 307,983 - 294,940 13,043 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　834世帯×100千円、令和６年度非課
税化世帯　390世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　248
世帯×100千円、子ども加算　602人×50千円、定額減税を補足する給
付の対象者　10561人　(241590千円）　　のうちR６計画分
事務費　13043千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1472世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（10561人）

－ ○ － R6.7 R7.3 対象世帯に対して令和6年7月
までに支給を開始する ホームページ、広報誌等

対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3 - - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補正）
4 - - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6 - - 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 住民税非課税世帯臨時特別
給付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 168,470 168,470 - 162,000 6,470 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　5000世帯×30千円、子ども加算
600人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　6470千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（5000世帯）

－ ○ － R7.3 R7.3 対象世帯に対して令和7年3月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しな
い R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10 - - 

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ プレミアム商品券発行事業補
助金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

40,000 40,000 40,000 

①物価高騰等の影響を受けた市民や事業者の負担軽減を図り、地域経
済の回復・活性化を支援するためプレミアム商品券を発行し、市民生活
の安定と地域経済の回復を図る
②商工会議所が発行するプレミアム商品券（地域振興券）のプレミアム
分の一部を負担
③おおかわるる券プレミアム分：販売額320,000千円*20%*1/2=32,000千
円
   かわるるペイプレミアム分：販売額80,000千円*20%*1/2=8,000千円
④大川商工会議所

－ － － R6.5 R7.3
販売額（4億円、うち市負担プ
レミアム分4千万円）

市報、市ホームページ等 対象分野に関連しな
い R6補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費物価高騰分助成
事業（国R5補正分）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

15,000 15,000 15,000 

①物価高騰による給食物資の材料費高騰の影響により、市内小中学校
における給食の材料費高騰分を公費負担することにより、これまでとおり
の栄養バランスや量を保った給食の実施や保護者の負担軽減を図る
（教職員等を除く）
②学校給食の賄材料費の高騰分
③賄材料費
小学校　600円/月*11月*1,400人=9,240千円
中学校　750円/月*11月*698人≒5,760千円
④保護者、学校給食センター（教職員等を除く）

－ － － R6.4 R7.3
物価高騰分の賄材料費の金
額（小学校9,240千円、中学校
5,760千円）

市報、市ホームページ等 給食 R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育所等給食支援費補助金 Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

6,162 3,081 3,081 3,081 

①物価高騰による給食物資の材料費高騰の影響により、私立保育所等
における給食の材料費高騰分を助成することにより、これまでとおりの栄
養バランスや量を保った給食の実施や保護者の負担軽減を図る。福岡
県が実施する「物価エネルギー高騰対策」の市町村負担分（職員等を除
く）
②私立保育所等の給食材料費の高騰分
③補助金　　6,162千円（福岡県：1/2補助）
　　650円/月*790人*12月=6,162千円（福岡県補助：3,081千円
）④市内私立保育所　8園、地方裁量型認定こども園　1園

－ － － R6.4 R7.3 補助件数（私立保育所8園、地
方裁量型認定こども園1園）

市報、市ホームページ等 給食 R6補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所等電力・
ガス・食料品等価格高騰対策
支援金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

4,727 4,727 4,727 

①電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けている市所管の介護
サービス事業所等に対し、光熱費等の上昇分を支援することで、運営に
係る経費負担を軽減する
②市所管の介護サービス事業所等に対し光熱費等の一部を助成（R6.8
～10月、R7.1～3月）
③補助金　補助単価
　　　　　　　 入所施設等　　(高圧）23.6千円/人 (低圧）24.6千円/人
　　　　　　 　通所系施設等 (高圧）8.7千円/人 (低圧）11.2千円/人
　　　　　　　 訪問系施設等 (低圧）14.2千円/事業所
　振込手数料　4千円
・ 認知症対応型共同生活介護事業所(8箇所) 3,045.6千円、
・小規模多機能型居宅介護事業所（4箇所）1,290.8千円、
・地域密着型通所介護事業所（1箇所）83千円、
・居宅介護支援事業所（8箇所）113.6千円、
・介護予防支援事業所（3箇所）42.6千円、
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（1箇所）14.2千円、
・お風呂困窮者支援事業所（1箇所）132.8千円
④市内の市所管の介護サービス事業所等　26事業所

－ － － R6.8 R7.3
補助対象施設数（26箇所）、
給付率（95以上%)

市報、市ホームページ等 介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務課担当部局課名

70,390                                             40212

【40_福岡県】

40212_福岡県大川市

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0944-85-5563

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係

【調整後】本省繰越希望額
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）

交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

okwzaisei_k@city.okawa.lg.jp

総事業費

Ｂ
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参

照

26,670                                             

移替先

7,335                                                             

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務

費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

Ｂ２

国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

Ｂ３

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費内藤　真理

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)
（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費

-                                                     

13,043                                             

-                                                     

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

294,940                                            

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費 14,297                                             

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 162,000                                            

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 6,470                                               

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費 -                                                     

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付

費

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）　事務費　交付限度額⑨

143,395                                                                      

13,805                                                                        

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付

費
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

-                                                               

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分） 66,991                                                       

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

143,395                                                                      

13,805                                                                        

112,128                                                                      

26,670                                                       

-                                                               

26,670                                                       

-                                                               

-                                                               

Ｂ６

677,388                                                                      

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望額） -                                                                  

R

6

経

済

対

策

等

に

か

か

る

本

省

繰

越

希

望

額

記

載

欄

97,831                                                                        小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                                       16,057

                                                               -

                                                       19,459

                                                               -

97,831                                                           

-                                                                  

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

※記載は不要

                                                     294,940

                                                         3,402

事業
終期

408,060                                                     

総務省

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3

交付限度額計

基金 事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦ 14,297                                                                        推

奨

事

業

メ

ニ

ュ
ー

の

本

省

繰

越

希

望

額

の

調

整

欄

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                                     219,270
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦

-                                                                                

269,328                                                                                                                             33,610

                                                       42,060

                                                               - -                                                                                
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令和
6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関係Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる
総事業費

Ｂ
Ｂ２

国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

Ｂ３
エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

Ｂ６

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

特定事業者等
支援

自治体での予算
区分

個人を対象と
した給付金等

備考2 備考3基金 事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 

94 

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所等電力・
ガス・食料品等価格高騰対策
支援金(指定管理施設分）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

エネルギー価格等の高騰により指定管
理施設の運営に支障が生じるため、価格
高騰分の支援を行うことで安定した事業
継続につなげる

1,180 1,180 1,180 

①電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けている市指定管理施設
の養護老人ホームに対し、市所管の介護サービス事業所等と同様に、
光熱費等の上昇分を支援することで、運営に係る経費負担を軽減する
②市指定管理施設である養護老人ホームに対し光熱費等の一部を助成
（R6.8～10月、R7.1～3月）
③補助金　補助単価
　　　　　　　 入所施設等　　(高圧）23.6千円/人
・養護老人ホーム明光園
　50名*23.6千円=1,180千円
④市指定管理施設　養護老人ホーム明光園

－ － － R6.8 R7.3
補助対象施設数（1箇所）、
給付率（100%) 市報、市ホームページ等

介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 大川市斎場指定管理者電力
等価格高騰対策支援金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

エネルギー価格等の高騰により指定管
理施設の運営に支障が生じるため、価格
高騰分の支援を行うことで安定した事業
継続につなげる

96 96 96 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている斎場指
定管理施設に対し、燃料費等の価格高騰分を支援することで事業の継
続を支援する
②斎場指定管理施設への支援
③電力等価格高騰対策支援金　96千円
　ア　R4.4月～R4.12月　1,807,600円
　イ　R6.4月～R6.12月　1,870,200円
　（イ-ア）×4/3＋12月×1,000円≒96千円
④大川市斎場指定管理者

－ － － R6.4 R7.3 燃料費価格高騰分の支援額
（96千円）

市報、市ホームページ等 生活衛生関係営業
者 R6補正（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
大川市社会体育施設等指定
管理者電力等価格高騰対策
支援金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

エネルギー価格等の高騰により指定管
理施設の運営に支障が生じるため、価格
高騰分の支援を行うことで安定した事業
継続につなげる

526 526 526 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている社会体
育施設指定管理施設に対し、電力等の価格高騰分を支援することで事
業の継続を支援する
②社会体育施設への支援
③電力等価格高騰対策支援金　526千円
　ア　R4.4月～R4.12月　1,643,398円
　イ　R6.4月～R6.12月　2,038,618円
　（イ-ア）×4/3=526千円
④大川市社会体育施設指定管理者

－ － － R6.4 R7.3 電力価格高騰分の支援額
（526千円）

市報、市ホームページ等 対象分野に関連しな
い R6補正（地）

18 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 水道事業会計エネルギー価
格高騰対策繰出金

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

エネルギー価格高騰により電気料金が
高騰し、水道事業の経営が圧迫されてる
ため、価格高騰分を一般会計から支援
することで、水道料金への価格転嫁を抑
制する

2,300 2,300 2,300 

①水道事業会計で管理してる配水場について、エネルギー価格をはじめ
とする物価高騰の影響を受けているため、電力の価格高騰分を支援する
ことで低廉な水の供給に寄与する
②水道事業会計
③水道事業会計エネルギー価格高騰対策繰出金
　ア　R5.4月～R6.1月　12,525,666円
　イ　R6.4月～R7.1月　10,219,332円
　ア-イ=2,306,334円≒2,300千円
④大川市水道事業会計

－ － － R6.4 R7.3 電力価格高騰分の支援額
（2,300千円）

市報、市ホームページ等 水道事業者 R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育所等光熱費支援補助金 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

834 417 417 417 

①エネルギー価格の高騰の影響を受けている保育所等に対し、光熱費
の上昇分を支援することで、運営に係る経費負担を軽減する
②市内私立保育所、地方裁量型認定こども園へ光熱費等上昇分の一部
を支援(電気代=高圧・低圧受電施設）R6.8～10月、R7.1～3月まで
③補助金　（高圧）1千円×570人=570千円
（その他の内訳：福岡県保育所等物価高騰対策費補助金：1/2補助（１千
円×５７０人×1/2=285千円））
　　　　　　　（低圧）1.2千円×220人=264千円
（その他の内訳：福岡県保育所等物価高騰対策費補助金：1/2補助（1.2
千円×２２０人×1/2=132千円））
④市内私立保育所園8園、地方裁量型認定こども園　1園

－ － － R6.8 R7.3
補助件数（私立保育所8園、地
方裁量型認定こども園1園）
補助率(100%)

市報、市ホームページ等
保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6補正（地）

20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 宿泊・交通事業者等支援金 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

10,880 10,880 10,880 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている宿泊・交
通事業者等に対し、事業継続のための支援を行う
②宿泊事業者・交通事業者・貨物自動車運送事業者等への支援
③宿泊事業者（6社）：上限額（500千円）*4社+2社（100千円*２+21部屋
*20千円）　合計2,620千円
※一律100千円、21部屋（18部屋+３部屋）
タクシー事業者(2社）：車両台数*20千円
23台*20千円=460千円
観光バス業者（1社：）車両台数*20千円
16台*20千円=320千円
自動車運転代行事業者（10社）：車両台数*20千円
19台*20千円=380千円
貨物自動車運送事業者（28社）：車両台数*20千円
345台*20千円=6,900千円
遊覧船事業者（2社）：船舶数*100千円
2隻*100千円=200千円
④市内宿泊事業者、交通事業者・貨物自動車運送事業者等

－ － － R6.4 R7.3

補助件数（宿泊事業者：6社、
タクシー事業者：2社（23台）、
観光バス事業者：1社（16台）、
自動車運転代行事業者：10社
（19台)、貨物自動車運送事業
者：28社（345台）、遊覧船事業
者：2社（2隻））

市報、市ホームページ等
運輸交通・物流・観
光事業者 R6補正（地）

21 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 漁業経営継続支援補助金 Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

○
⑥農林水産業
における物価高
騰対策支援

3,480 3,480 3,480 

①エネルギー（燃油）等の物価高騰の影響を受けた漁業者の負担を軽
減するため、価格高騰分に対し助成を行い、事業の継続支援を行う
②漁業者への支援
③動力付きの船１隻（ｶﾞｿﾘﾝ・軽油等）に対し、一律20千円の支援をする
漁業経営継続支援補助金　174隻*20千円/隻=3,480千円
④市内漁業協同組合

－ － － R6.4 R7.3
補助件数（動力付き船(174
隻）)、給付率（100%）

市報、市HP等 農林水産・食品分野 R6補正（地）

22 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費物価高騰分助成
事業（国R6補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

3,000 3,000 3,000 

①物価高騰による給食物資の材料費高騰の影響により、市内小中学校
における給食の材料費高騰分を公費負担しているが、更なる給食物資の
材料費高騰に伴い、不足分追加で公費負担するもの。これにより、これ
までとおりの栄養バランスや量を保った給食の実施や保護者の負担軽
減を図る（教職員等を除く）
②学校給食の賄材料費の高騰分
③賄材料費
ア　小学校　125円/月*11月*1，330人=1,829千円
イ　中学校　150円/月*11月*670人=1,106千円
ア＋イ＝2,935千円≒3,000千円
④保護者、学校給食センター（教職員等を除く）

－ － － R6.4 R7.3
物価高騰分の賄材料費の金
額（小学校1，829千円、中学
校1，106千円）

市報、市ホームページ等 給食 R6補正（地）


